
種別番号 実習施設等種別 種別番号 実習施設等種別 種別番号 実習施設等種別 種別番号 実習施設等種別

１ 　児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定
する

８　知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）に
規定する

13007 短期入所療養介護 16002 福祉ホーム

1001 児童相談所 8001 知的障害者更生相談所 13008 特定施設入居者生活介護を行う事業 16003 地域活動支援センター

1002 乳児院 ９ 　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35
年法律第123号）に規定する 地域密着型サービス事業のうち 障害福祉サービス事業のうち

1003 母子生活支援施設 9001 広域障害者職業センター 13009 地域密着型通所介護 16004 療養介護

1004 児童養護施設 9002 地域障害者職業センター 13010 認知症対応型通所介護 16005 生活介護

1005 福祉型障害児入所施設 9003 障害者就業・生活支援センター 13011 小規模多機能型居宅介護 16006 短期入所

1006 児童心理治療施設 １０　老人福祉法（昭和38年法律第133号）に規定
する

13012 認知症対応型共同生活介護 16007 重度障害者等包括支援

1007 児童自立支援施設 10001 老人デイサービスセンター 13013 地域密着型特定施設入居者生活介護 16008 自立訓練

1008 児童家庭支援センター 10002 老人短期入所施設 13014 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 16009 就労移行支援

1009 指定発達支援医療機関 10003 養護老人ホーム 13015 複合型サービスを行う事業 16010 就労継続支援

1010 障害児通所支援事業 10004 特別養護老人ホーム 13016 居宅介護支援事業 16011 就労定着支援

1011 障害児相談支援事業 10005 軽費老人ホーム
介護予防サービス事業のうち

16012 自立生活援助

２　医療法（昭和23年法律第205号）に規定する
10006 老人福祉センター 13017 介護予防通所リハビリテーション 16013 共同生活援助を行う事業

2001 病院 10007 老人介護支援センター 13018 介護予防短期入所生活介護 16012 一般相談支援事業

2002 診療所 10008 有料老人ホーム 13019 介護予防短期入所療養介護を行う事業 16013 特定相談支援事業

３　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）
に規定する

10009 老人デイサービス事業
地域密着型介護予防サービス事業のうち

17001

3001 身体障害者更生相談所 １１　母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法
律第129号）に規定する

13020 介護予防認知症対応型通所介護

3002 身体障害者福祉センター 11001 母子・父子福祉センター 13021 介護予防小規模多機能型居宅介護

４　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭
和25年法律第123号）に規定する

１２　更生保護事業法（平成７年法律第86号）に規
定する

13022 介護予防認知症対応型共同生活介護を行う事業

4001 精神保健福祉センター 12001 更生保護施設 13023 介護予防支援事業

５　生活保護法（昭和25年法律第144号）に規定
する

１３　介護保険法（平成９年法律第123号）に規定す
る

13024 第一号通所事業 １７の２ 　困難な問題を抱える女性への支援に関
する法律（令和4年法律第52号）の規定する

5001 救護施設 13001 介護老人保健施設 13025 第一号介護予防支援事業 17201 女性相談支援センター

5002 更生施設 13002 介護医療院 １４　独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ
の園法（平成14年法律第167号）の規定により

17202 女性自立支援施設

5003 授産施設 13003 地域包括支援センター 14001
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ
みの園が設置する施設 １８　前各号に準ずる施設又は事業

5004 宿泊提供施設
居宅サービス事業のうち

１５　発達障害者支援法（平成16年法律第167号）
に規定する

６　社会福祉法（昭和26年法律第45号）に規定する
13004 通所介護 15001 発達障害者支援センター

6001 福祉に関する事務所 13005 通所リハビリテーション １６ 　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律（平成17年法律第123号）に規定する

6002
市町村の区域を単位とする社会福祉協議会の事務
所

13006 短期入所生活介護 16001 障害者支援施設

７　削除

【別紙】社会福祉士実習施設等一覧　　勤務先の種別について下表で確認し、「実習施設等種別」欄に種別番号を入力してください。

18001

18002

「知的障害者福祉工場の設置及び運営について」
（昭和60年５月21日付け厚生省発児第104号）別
紙（知的障害者福祉工場設置運営要綱）に基づく知
的障害者福祉工場

１７ 　高齢者又は身体障害者に対し老人福祉法第
10条の４第１項第２号に規定する便宜又は障害者
の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律附則第８条第１項第６号に規定する障害者
デイサービスのうち同法附則第34条の規定による
改正前の身体障害者福祉法第４条の２第３項に規
定する身体障害者デイサービスを供与し、あわせて
高齢者、身体障害者等に対する食事の提供その他
の福祉サービスで地域住民が行うものを提供する
ための施設

「身体障害者福祉工場の設備及び運営について」
（昭和47年７月22日付け社更第128号）別紙（身
体障害者福祉工場設置運営要綱）に基づく身体障
害者福祉工場
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18003 51205 51238

18004 51207 都道府県社会福祉協議会 51239

51213

18005 51240

51215

18006

51216 51245
障害者雇用納付金制度に基づく第1号職場適応援
助者助成金受給資格認定法人

18007 51248
スクールソーシャルワーカー活用事業実施要領に
基づく教育機関

51217 51249
福祉に関する相談援助を行う施設として厚生労働
大臣が個別に認めた施設

18008 98000 その他

51219 99000 所属なし・該当なし

18009

18010 51224

18011 51226

18012

51235

18013

18015 51236

51237

18016
福祉に関する業務を行うことが定款、実施要綱等
において明記されている法人

「高齢者生活福祉センター運営事業の実施につい
て」(平成12年9月27日付け老発第655号)別紙
(生活支援ハウス(高齢者生活福祉センター)運営
事業実施要綱)に基づく「生活支援ハウス(高齢者
生活福祉センター)運営事業」を行っている生活支
援ハウス

「児童自立生活援助事業の実施について」(平成10
年4月22日付け児発第344号)別紙(児童自立生
活援助事業実施要綱)に基づく「児童自立生活援助
事業」を行っている施設

「母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施に
ついて」(平成20年7月22日付け雇児発第
0722003号)別紙(母子家庭等就業・自立支援事
業実施要綱)に基づく「母子家庭等就業・自立支援
センター」

「心身障害児総合通園センターの設置について」
(昭和54年7月11日付け児発第514号)別紙(心
身障害児総合通園センター設置運営要綱)に基づ
く心身障害児総合通園センター

「重症心身障害児（者）通園事業の実施について」
（平成15年11月10日付け障発第1110001号）別
紙（重症心身障害児（者）通園事業実施要綱）に基
づく「重症心身障害児（者）通園事業」を行う施設

「高齢者総合相談センター運営事業の実施につい
て」(昭和62年6月18日付け社老第80号)別紙
(高齢者総合相談センター運営要綱)に基づく高齢
者総合相談センター

「セーフティネット支援対策等事業の実施につい
て」（平成17年３月31日付け社援発第0331021
号）別添14（ホームレス自立支援事業実施要領）に
基づくホームレス自立支援センター

「地域福祉センターの設置運営について」（平成６年
６月23日付け社援地第74号）別紙（地域福祉セン
ター設置運営要綱）に基づく地域福祉センター

「セーフティネット支援対策等事業の実施につい
て」(平成17年3月31日付け社援発第0331021
号)別添16(ホームレス等貧困・困窮者の「絆」再生
事業実施要領)に基づくホームレス総合相談推進業
務を行っている事業所

「セーフティネット支援対策等事業の実施につい
て」(平成17年3月31日付け社援発第0331021
号)別添15(地域生活定着支援事業実施要領)に基
づく地域生活定着支援センター更生保護法(平成19年法律第88号)第16条及び

第29条に規定する地方更生保護委員会及び保護
観察所

児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定する
小規模住宅型児童養育事業を行う施設

「市町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等に
ついて」（平成29年3月31日付雇児発0331第
49号）別添（「市町村子ども家庭総合支援拠点」設
置運営要綱）に基づく子ども家庭総合支援拠点

「子育て世代包括支援センターの設置運営につい
て」（平成29年3月31日付雇児発0331第5号）み
基づく子育て世代包括支援センター

厚生労働省が委託する地域若者サポートステー
ション事業により設置される地域若者サポートス
テーション

身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に
関する基準第34条第1項第一号に規定する点字図
書館及び同条第三号に規定する聴覚障害者情報提
供施設

「セーフティネット支援対策等事業の実施につい
て」(平成17年3月31日付け社援発第0331021
号)別添14(ひきこもり対策推進事業実施要領)に
基づくひきこもり地域支援センター

財団法人労災サポートセンターが委託を受けて運
営する労働者災害補償保険法(昭和22年法律第
50号)第29条第1項第二号に基づき設置された
労災特別介護施設「隣保館の設置及び運営について」（平成14年８月

29日付け厚生労働省発社援第0829002号）に
基づく隣保館

「地域生活支援事業の実施について」(平成18年8
月1日付け障発第0801002号)別紙1(地域生活
支援事業実施要綱)別記7(4)に基づく「身体障害
者自立支援事業」、別記7(9)に基づく「日中一時支
援事業」、別添1に基づく「障害者相談支援事業」又
は別添3に基づく「障害児等療育支援事業」を行っ
ている施設

「地域支援事業の実施について」(平成18年6月9
日付け老発第0609001号)に基づく「高齢者の安
心な住まいの確保に資する事業」を行っている高
齢者世話付住宅(シルバーハウジング)、高齢者向
け優良賃貸住宅、高齢者専用賃貸住宅、多くの高
齢者が居住する集合住宅等

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28
年法律第29号）に基づき策定された成年後見制度
利用促進基本計画における「権利擁護支援の地域
連携ネットワークづくり」において設置される中核
機関

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律（平成17年法律第123号）に基づく
基幹相談支援センター

公益社団法人日本社会福祉士会へ登録している社
会福祉士が開設した開業３年以上の実績を有し、
利用者からの相談に応ずるために必要な広さを有
する区画が設けられ、他の独立型社会福祉士事務
所等との連携が確保され、適切な実習指導体制が
整っており、事故発生時等の対応として、損害賠償
保険等に加入している独立型社会福祉士事務所

「地域福祉センターの設置運営について」(平成6年
6月23日付け社援地第74号)別紙(地域福祉セン
ター設置運営要綱)に基づく地域福祉センター

「子ども・若者支援地域協議会設置・運営指針」（平
成22年2月23日付け内閣府政策統括官（共生社
会政策担当）決定）に基づく子ども・若者総合相談
センター
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